
格
差
給
等
の
経
過
措
置
の
継
続
に
つ
い

て
は
、
組
合
が
再
三
に
わ
た
っ
て
訴
え
続

け
、
防
衛
省
は
昨
年
九
月
の
概
算
要
求
に

継
続
に
係
わ
る
費
用
を
予
算
案
に
盛
り
込

ま
せ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
後
の
予

算
折
衝
で
財
務
省
の
査
定
に
屈
し
、
廃
止

を
決
め
、
三
月
末
で
支
給
を
停
止
し
た
。

組
合
は
、
無
責
任
な
態
度
の
防
衛
省
に

対
し
度
重
な
る
団
体
交
渉
の
結
果
、
支
給

を
止
め
た
格
差
給
・
語
学
手
当
の
固
定
保

障
を
、
四
月
か
ら
遡
っ
て
全
額
追
給
す
る

こ
と
を
条
件
に
、
格
差
給
等
の
固
定
保
障

分
と
現
給
保
障
分
を
九
年
か
け
て
十
％
ず

つ
段
階
的
に
減
額
し
廃
止
す
る
案
が
示
さ

れ
、
そ
れ
に
応
じ
た
。

し
か
し
、
そ
の
組
合
と
の
合
意
案
を
預

か
っ
た
防
衛
省
は
、
約
束
の
六
月
を
過
ぎ

て
も
合
意
に
至
ら
ず
、
内
容
を
変
え
た
十

月
末
の
提
案
に
も
進
展
が
な
く
、
こ
の
十

一
月
の
中
旬
に
よ
う
や
く
組
合
と
の
合
意

事
項
を
変
更
し
た
形
で
、
結
論
に
結
び
つ

い
た
。

合
意
さ
れ
た
経
過
措
置
の
固
定
保
障
分

の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
本
年
四
月
か
ら

十
月
分
ま
で
を
百
％
追
給
す
る
。

な
お
、
本
年
十
一
月
か
ら
の
固
定
保
障
は

二
〇
一
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
八
〇
％

の
額
で
継
続
し
て
支
給
す
る
。

退
職
手
当
の
固
定
保
障
は
本
年
十
一
月
か

ら
九
〇
％
、
二
〇
一
三
年
十
一
月
か
ら
は

八
〇
％
で
減
額
し
、
そ
の
後
の
更
な
る
減

額
に
つ
い
て
は
十
％
ず
つ
減
額
し
て
い
く
。

な
お
、
そ
の
後
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て

日
本
側
の
考
え
方
は
、
二
〇
一
五
年
十
一

月
一
日
か
ら
、
更
に
、
固
定
保
障
に
つ
い

て
二
年
ご
と
二
〇
％
ず
つ
、
退
職
手
当
に

つ
い
て
一
年
ご
と
十
％
ず
つ
減
額
し
、
固

定
保
障
は
九
年
目(

二
〇
二
一
年
十
一
月
）
、

退
職
手
当
は
十
年
目
（
二
〇
二
二
年
十
一

月
）
に
廃
止
と
し
、
引
き
続
き
米
側
と
交

渉
す
る
と
し
て
い
る
が
、
今
回
の
調
印
に

あ
た
て
米
軍
は
、
変
更
の
期
限
を
限
定
さ

せ
ず
、
さ
ら
に
合
意
な
く
し
て
変
更
出
来

ず
と
し
た
。

ま
た
、
格
差
給
等
の
現
給
保
障
に
つ
い

て
は
、
（
五
年
前
の
格
差
給
・
語
学
手
当

の
経
過
措
置
導
入
前
の
給
与
が
今
だ
下
回
っ

て
い
る
給
与
の
方
）
今
後
も
継
続
し
て
、

二
〇
一
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
見
直

し
を
す
る
と
し
て
い
る
。

２０１３年１１月２６日 けやき 第１５４号 ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ 支部 ０１２０－８０１－５７２ 相模分会 ０１２０－１３７－９３１
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けやき 第154号
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全駐留軍労働組合
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相模原市南区相武台2-20-14

046-251-0259

米
軍
と
防
衛
省
と
の
交
渉
が
難
航
し
て
い
た
、
旧
格
差
給
・

語
学
手
当
の
経
過
措
置
が
復
活
し
、
同
時
に
駐
労
版
「
震
災

復
興
財
源
協
力
の
時
限
的
給
与
削
減
（
震
災
復
興
支
援
協
力
）
」

が
日
米
間
で
合
意
さ
れ
た
。

格
差
給
等
の
経
過
措
置
は
、
十
月
分
ま
で
固
定
保
障
は
全

額
の
百
パ
ー
セ
ン
ト
で
追
給
し
、
十
一
月
分
か
ら
は
八
〇
パ
ー

セ
ン
ト
の
支
給
と
し
た
。

駐
労
版
「
震
災
復
興
支
援
協
力
」
は
、
国
家
公
務
員
の
約

半
分
の
水
準
に
圧
縮
さ
せ
、
最
初
の
徴
収
は
十
二
月
の
ボ
ー

ナ
ス
か
ら
実
施
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

昨
年
四
月
か
ら
国
家
公
務
員
や
独
立
行

政
法
人
に
適
用
さ
れ
て
い
る
「
臨
時
特
例

法
（
震
災
復
興
予
算
捻
出
の
た
め
の
平
均

七
・
八
％
の
引
き
下
げ
）
」
は
、
国
費
か

ら
給
与
を
得
て
い
る
者
は
対
象
と
し
て
、

昨
年
の
十
月
の
団
体
交
渉
で
提
案
さ
れ
た
。

率
が
大
き
い
こ
と
か
ら
、
こ
の
率
を
低

く
設
定
し
、
期
間
を
で
き
る
だ
け
長
期
で

調
整
す
る
よ
う
に
交
渉
を
進
め
、
先
の
解

決
事
項
と
と
も
に
調
印
さ
れ
た
。

こ
の
給
与
臨
時
特
例
に
よ
る
給
与
削
減

は
、
国
家
公
務
員
の
半
分
の
減
額
率
で
、

本
年
十
一
月
一
日
か
ら
二
〇
一
五
年
四
月

十
八
か
月
間
実
施
さ
れ
る
。
（
二
面
参
照
）

こ
こ
で
大
き
な
問
題
が
生
じ
た
の
は
、

今
回
の
格
差
給
等
の
追
給
と
復
興
支
援
の

協
力
金
の
徴
収
を
含
め
た
合
意
が
急
き
ょ

調
印
と
な
っ
た
た
め
に
、
給
与
計
算
シ
ス

テ
ム
の
改
修
が
必
要
と
な
り
、
そ
の
給
与

支
払
い
が
、
来
年
一
月
稼
働
（
二
月
十
二

日
支
給
）
分
か
ら
の
実
施
す
る
こ
と
と
な
っ

た
。と

く
に
現
給
保
障
だ
け
の
方
や
二
〇
〇

八
年
四
月
以
降
に
採
用
さ
れ
た
方
に
つ
い

て
は
減
額
さ
れ
る
の
み
で
、
基
本
給
が
高

い
方
は
、
徴
収
が
月
例
給
の
二
十
％
近
く

に
達
す
る
こ
と
も
想
定
さ
れ
る
。

組
合
は
、
組
合
員
の
負
担
を
考
え
る
と

容
認
で
き
な
い
と
し
て
、
防
衛
省
と
Ｌ
Ｍ

Ｏ
の
給
与
担
当
者
を
呼
び
協
議
を
重
ね
た

結
果
、
当
初
は
三
月
稼
動
分
で
調
整
す
る

と
し
た
年
末
手
当
分
に
つ
い
て
は
、
現
行

の
給
与
計
算
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
て
特
例

減
額
の
率
を
支
給
率
に
換
算
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
回
避
で
き
る
と
し
て
、
そ
れ
で
対

応
し
た
い
旨
の
回
答
が
あ
っ
た
。

詳
細
は
次
記
の
通
り
。

①

復
興
協
力
は
十
一
月
、
十
二
月
稼
働

分
の
月
例
給
と
来
年
の
三
月
稼
働
分
の
月

例
給
と
合
わ
せ
て
（
四
月
十
日
頃
支
給
）

三
ヵ
月
分
を
調
整
。

（
二
面
に
続
く
）

10月分まで固定保障100％で追給

11月分から80％支給で

新たな合意がなければ、それ以降も

80％のまま継続支給

「
震
災
復
興
支
援
協
力
」
国
家
公
務
員
の
半
分
に

圧
縮
さ
せ
て
、
12
月
分
ボ
ー
ナ
ス
分
か
ら
徴
収
開
始

日米合意格差給等経過措置の復活
震災復興財源の時限的協力

全駐労・愛のカンパ募金に

ご協力ください

昨年、さがみ野支部で61,147円の募金が集まり本部に送金。
連合愛のカンパに70万円を支出しました。

また、中央本部は先月の「伊豆大島での台風被害」に
東京都を通じて50万円の義援金、

さらに日本赤十字を通じて「フィリピン台風被害」に
50万円のカンパを行いました。

1月10日（金）締め切りです

給
与
計
算
の
事
務
で
問
題

ボ
ー
ナ
ス
を
蓄
え
て
、

四
月
の
大
型
徴
収
に
備
え

ろうきんのシステム移行に伴う休止のお知らせ



（
一
面
か
ら
続
く
）

②

復
興
協
力
は1

月
稼
動
分
（
二
月
十

二
日
支
給
）
か
ら
は
正
規
に
徴
収
。

③

復
興
協
力
は
十
二
月
の
ボ
ー
ナ
ス
は

約
四
・
九
％
で
徴
収
。

④

格
差
給
等
の
固
定
保
障
分
で
、
四
月

〜
十
月
ま
で
の
百
％
、
お
よ
び
十
一
、
十

二
月
分
の
八
〇
％
の
追
給
は
、
来
年
四
月

支
払
い
の
給
与
で
支
給
。

⑤

一
月
分
か
ら
の
格
差
給
等
の
固
定
保

障
分
は
、
正
常
に
八
〇
％
で
支
給
。

基
本
給
が
高
い
方
で
は
、
合
計
の
減
額

が
五
万
円
を
超
え
る
こ
と
も
予
想
さ
れ
る
。

し
た
が
っ
て
、
四
月
支
払
い
の
給
与
で
三
ヵ

月
分
の
復
興
協
力
金
が
徴
収
さ
れ
る
の
で
、

こ
の
十
二
月
の
ボ
ー
ナ
ス
で
生
活
防
衛
の

た
め
に
蓄
え
る
こ
と
を
勧
め
る
と
と
も
に
、

組
合
員
に
は
支
部
の
貸
付
金
制
度
を
は
じ

め
、
ろ
う
き
ん
の
融
資
相
談
へ
の
対
応
も

検
討
し
て
い
る
。

駐
労
の
退
職
手
当
に
つ
い
て
は
、
民
間

と
比
較
し
た
国
家
公
務
員
に
対
し
、
組
合

の
主
張
に
よ
り
低
い
調
整
率
で
計
算
す
る

こ
と
に
な
っ
た
。

率
の
引
き
下
げ
に
つ
い
て
は
、
国
公
に

準
じ
て
三
回
に
わ
た
る
段
階
的
な
引
き
下

げ
と
な
る
。
（
左
囲
み
参
照
）

と
く
に
退
職
の
近
い
組
合
員
の
方
に
は

重
要
と
な
る
事
項
で
あ
り
、
退
職
手
当
の

計
算
に
お
い
て
は
、
人
そ
れ
ぞ
れ
が
異
な

る
勤
務
年
数
や
グ
レ
ー
ド
の
た
め
に
、
計

算
が
非
常
に
複
雑
と
な
る
。

組
合
は
、
こ
の
複
雑
と
な
る
新
し
い
退

職
手
当
の
計
算
式
を
Ｌ
Ｍ
Ｏ
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
掲
載
し
て
、
試
算
で
き
る
よ
う
に
要

求
し
、
Ｌ
Ｍ
Ｏ
は
現
在
、
シ
ス
テ
ム
の
改

修
を
行
っ
て
い
る
。

支
部
定
期
大
会
で
も
質
問
が
あ
っ
た
、

年
次
有
給
休
暇
の
翌
年
繰
越
制
度
と
合
わ

せ
て
導
入
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
「
八
〇

％
出
勤
要
件
」
の
適
用
日
は
「
二
〇
一
四

年
一
月
一
日
時
点
で
、
二
〇
一
三
年
一
月

一
日

を
計

合
の

病
に

か
る

「
三
〇
暦
日
に
つ
き
一
日
（
最
大
十
二
日
）
」

に
つ
い
て
、
二
〇
一
四

年
に
限
り
特
別

な
救
済
案
と
し
て
「
二
〇
暦
日
に
つ
き
一

日
（
最
大
十
八
日
）
」
と
す
る
と
の
回
答

が
あ
っ
た
。

た
だ
し
、
こ
の
特
例
は
前
年
分
の
年
休

繰
越
が
一
日
も
な
い
者
に
限
り
適
用
す
る

と
さ
れ
、
た
と
え
一
日
で
も
繰
り
越
す
と

特
例
は
適
用
さ
れ
ず
、
規
定
ど
お
り
「
三

〇
暦
日
に
つ
き
一
日
」
と
な
る
。

ま
た
、
「
長
期
の
業
務
外
傷
病
休
暇
」

二
日

レ
ン

あ
っ

、
さ

ま
た
、
シ
フ
ト
勤
務
者
等
で
公
休
日
が

土
日
と
は
限
ら
な
い
方
の
全
労
働
日
は
変

わ
る
可
能
性
も
あ
る
の
で
、
個
々
の
勤
務

条
件
等
で
計
算
す
る
必
要
が
あ
る
。

つ
ま
り
「
五
十
日
前
後
の
業
務
外
傷
病
休

暇
」
の
使
用
が
ボ
ー
ダ
ー
ラ
イ
ン
と
な
る
。
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（２）

駐留軍等労働者に係る給与臨時特例及び
格差給等の廃止に伴う経過措置の見直しについて

１．震災復興協力（給与臨時特例に準ずる時限的な給与減額）
（１）期間：2013年11月１日から2015年３月30日まで（18か月）
（２）減額対象となる給与等の内訳：

基本給､地域手当､隔遠地手当､広域異動手当､時間外勤務給､祝日
給及び夜勤給
（３）減額率：
【給与表１】【給与表５】

１～４等級▲２.３８５％ １～３等級▲２.３８５％
５～８等級▲３.８８５％ ４・５等級▲３.８８５％
９・10等級▲４.８８５％

【給与表２】【給与表６】
１～８等級▲２.３８５％ １・２等級▲２.３８５％
９・10等級▲３.８８５％ ３・４等級▲３.８８５％

【給与表３】
１～５等級▲２.３８５％
６・７等級▲３.８８５％

※① 日雇従業員、時給制臨時従業員及びパートタイム高齢従業員は震
災復興協力（給与臨時特例に準ずる時限的な給与減額）減額の対象外。

（４）夏季及び年末手当からの減額： 全員一律▲４.８８５％

２．格差給及び語学手当の廃止に伴う経過措置、退職手当の改正に伴
う経過措置
（１）固定保障等
・2013年３月31日をもって支給が終了した国定保障等の経過措置は､同
年４月１日付で復活させ､同日から同年10月31日までの間の分は､その1
00％を追給する。
・2013年11月１日から2015年3月31日まで､固定保障の経過措置につい
ては20％、退職手当は本年11月１日から10％（2014年11月１日から201
5年3月31日まで20％）減額し、その後の更なる減額については、引き
続き協議を継続する。

※防衛省案としては2013年11月１日から固定保障の経過措置について、２年ご

と20％ずつ、退職手当の経過措置については１年ごと10％ずつ減額し、固定保

障は９年目（2021年11月１日）、退職手当は10年目（2022年11月）に完全廃止

する考えで米側と交渉を継続する。よって新たな合意がなければ、2015.3.31

以降も80％のまま継続支給となる。

（２）現給保障
現給保障については、2016年３月31日までに見直し

３．退職手当の支給水準引下げ
（１）2013年１月１日よりすでに実施されている国家公務員の退職一
時金引き下げに準じた支給水準の引き下げを2013年11月１日から開始
する

現行調整率 104/100（100/100）
2013.11.１～ 2014.７.31 101/100（100/100）
2014.８.１～ 2015.4.31 98/100
2015.５.１～ 96/100

（２）現行調整率「104/100」は、20年以上勤務で定年等により退職し
た場合。それ以外は「100/100」

11月28日（木） 12月25
（水）、 27日（金）の軍の
休日は、組合事務所を開
けていますので、労務や
労金、労済等の相談がゆっ
くりと出来ますのでご利
用ください。
なお、12月23日（月）の
日本の祭日は、休局して
おります。

1月１８日（土）

原町田七福神ウォーキング

集合場所：JR町田駅中央改札

出発時間：9：30

駐健保ウォーキング＆ハイキング

12月２1日（土）

江ノ島ライトアップウォーキング

集合場所：小田急線片瀬江ノ島駅改札

出発時間：15：00

来
年
度
だ
け
の
特
例
措
置
！

傷
病
休
暇
80
％
出
勤
用
件
で
最
大
18
日
の
有
給
休
暇
付
与

退
職
手
当
も
経
過
措
置
復
活

全労済2013秋キャンペーン まずは組合に！

急
き
ょ
、
合
意
内
容
が
白
紙
撤
回

詳
細
が
分
か
り
次
第
お
知
ら
せ
し
ま
す


